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令和３年２月議会において検討を約した事項

担当部局
関係部局

(1) 都市計画手続の事務委託 副首都推進局　他 （終了）

(2) 営業時間短縮協力金の見直しについて 商工労働部 （終了）

(3) 営業時間短縮協力金の見直しについて 商工労働部 （終了）

(4) 電動車の普及目標 環境農林水産部 （終了）

(5) 環境保全基金 環境農林水産部 （終了）

(1) 国際金融都市実現に向けた国への働きかけ 政策企画部

(2) 新型コロナウイルス対策に必要な財源措置 財務部 （終了）

(3) 国民健康保険料のコロナ減免の実施について 健康医療部 （終了）

(4) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(5) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(6) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(7) 持続化給付金の再支給など、国への要望について 商工労働部 （終了）

１．知事が検討を約した事項(５項目)

２．知事が国への要望を約した事項(７項目)



令和３年２月議会において知事が国への要望を約した事項

番号 質問項目 要望を約した内容要旨 対応状況（R7.12月末時点）
質問の種類
（会　派）

担当部局
関係部局

1 国際金融都市実現に向
けた国への働きかけ

　海外から金融人材や資金等を呼び込
むために、日本進出の大きな壁となっ
ている税制の優遇措置等を行う「国際
金融特区」を創設すべきであり、具体
的な要望内容を整理し、できるだけ早
く国に提案していきたい。

 「国際金融都市OSAKA推進委員会」が令和4年3月
に策定した戦略のアクションプランでは、「金融
サービスに関する規制の見直しに向けた働きか
け」として、国への大胆な税制優遇等の提案と合
わせて、地方税における金融系外国企業等へのイ
ンセンティブを検討することを盛り込んだ。
　これを踏まえ、令和5年11月に全国初となる地方
税の軽減制度を創設した。
　また、令和6年1月に公募された国の「金融・資
産運用特区」において、法人税など国税の軽減措
置等を提案した。同年6月に、大阪が特区の対象地
域として選ばれたものの、税制措置等は認められ
なかった。このため、認められなかった項目につ
いて、令和7年6月の「国の施策並びに予算に関す
る最重点提案・要望」において、依然、諸外国に
比べて参入障壁となっている主な課題を要望し
た。
　今後も、提案内容の精査や具体的なニーズの掘
り起こしなどを行い、国に対して、引き続き協議
を求めていくとともに、新たな規制緩和等の提案
も継続的に行っていく。

代表質問
（維新）

政策企画部


